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ロードマップ(環境の継承)(3/3) 
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3-6 「VI 地域を結ぶ環境に関わるネットワークづくり」 

本県では各地域において、環境に関する様々な特有の社会的課題を抱えています。これ

らの社会課題を解決するには、県民や事業者、NPO、大学等研究機関、行政がネット

ワークを構築し、各主体の情報交換や相互交流の場の創出に取り組む必要があります。 
県はこれまで、地域が主体となってサンゴ礁保全再生活動を実施する協議会の設置を支

援してきました。また、海岸漂着物対策のネットワークとして、国及び県の関係機関が主

体となり、沖縄島及び各離島におけるボランティア活動の連携を促進する沖縄クリーン

コーストネットワーク(OCCN)が展開されています。 
課題としては、社会課題解決に向けた地域活動に関する情報共有や連携の強化、離島や

過疎地域における関係人口の増加などが挙げられます。 
よって、「地域を結ぶ環境に関わるネットワークづくり」に向けた基本施策として、

「VI-1 地域循環共生圏の創造に向けたネットワーク」を設定します。主な取組として、

サンゴ礁保全再生地域協議会の設置地域を増加させて、地域主体のサンゴ礁保全再生活動

の広がりを促進していきます。また、海岸漂着物対策のネットワークとして、国及び県の

関係機関が主体となり、沖縄島及び各離島におけるボランティア活動の連携を促進する沖

縄クリーンコーストネットワーク(OCCN)が展開されています。さらに、「おきなわ

SDGs プラットフォーム」による多様なステークホルダーの参画による連携と協働を促進

していきます。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 
 

成果指標(地域間連携強化)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

VI-1 
地域循環共生圏の創

造に向けたネット

ワーク 

全県一斉清掃参加人数 40,000人 60,000人 
離島・過疎地域におけるテレワーク・ワーケー

ション推進施設の利用者数 
2,615 人 3,178 人 

離島・過疎地域におけるテレワーク人材等の登録

者数 
1,200 人 1,600 人 

国際会議等において知見を共有した海外地域の数 3 地域 3 地域 

 

基本目標「地域を結ぶ環境に関わるネットワークづくり」の達成指標は、以下のとおり

です。 

 

  
基本目標(地域間連携強化)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群

4
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ロードマップ(地域間連携強化)(1/2) 
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ロードマップ(地域間連携強化)(2/2) 
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3-7 「VII 科学的知見の充実及び科学技術の活用」 

国の第五次環境基本計画では、重点戦略の 1 つに「持続可能性を支える技術の開発・普

及」を掲げており、課題の解決にも資するような環境技術の開発・普及を行うことが重要

であるとしています。そして新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画においても、AI、IoT、
ビッグデータ等の先端技術を活用し、施策相互の相乗効果を高めつつ、環境に関する諸問

題の統合的に解決することを課題として掲げています。 
本県はこれまで、二酸化炭素排出量や紙使用量の削減など環境面における効果を促進す

る取組として、行政手続きのオンライン化や、新たなデジタル技術の活用による観光コン

テンツの開発等を実施してきました。また、産学連携による生物多様性ビッグデータの解

析結果の県事業への活用や、サンゴ礁生態系保全や赤土等流出防止等に関する情報収集や

調査研究、対策を推進してきました。 
これらの取組をより一層推進していくため、「科学的知見の充実及び科学技術の活用」

に向けた基本施策として、「VII-1 デジタル技術の活用促進」及び「VII-2 環境技術の

開発・活用促進」を設定します。「VII-1 デジタル技術の活用促進」では、主な取組とし

て、ICT を活用した新たな観光体験の創出を促進していきます。「VII-2 環境技術の開

発・活用促進」では、主な取組として、生物多様性ビッグデータの更新・活用や、サンゴ

礁生態系保全や赤土等流出防止等の環境分野における情報収集や調査研究、対策などを推

進していきます。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 
 

成果指標一覧(科学技術活用)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

VII-1 
デジタル技術の活用促進 ― ― ― 

VII-2 
環境技術の開発・活用促

進 

沿岸域におけるサンゴ被度(沖縄島西岸) 60% 70% 
監視海域における赤土等年間流出量 112,500トン 93,200トン 
国際会議等において知見を共有した海外地域の数 3 地域 3 地域 
生産現場等への普及に移す研究成果数(累計) 884 件 1,064 件 

 

基本目標「科学的知見の充実及び科学技術の活用」の達成指標は、以下のとおりです。 

 

 
  

基本目標(科学技術活用)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群
4
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ロードマップ(科学技術活用)(1/2) 
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ロードマップ(科学技術活用)(2/2) 
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3-8 「VIII 基地関連問題の防止」 

昭和47年の本土復帰後も、本県には多くの米軍基地が日米安全保障条約に基づく提供施

設・区域として引き継がれ、現在もなお、国土面積の0.6%に過ぎない狭あいな本県に、

全国に所在する米軍専用施設・区域面積の約7割が集中しています。 
本県では、米軍基地から派生する水質汚染、米軍機による航空機騒音や悪臭、返還跡地

の土壌汚染、演習等に伴う事件・事故等、基地関連の問題が多数発生しており、自然環境

及び生活環境への影響が確認されているケースも多く見られます。本県の目指す環境像の

実現のためには、基本目標の達成に向けた取組のみならず、米軍基地から派生する問題に

も対処しなければなりません。 
米軍基地から派生する様々な問題について、県では、基地周辺における環境調査の定期

的な実施や航空機騒音の継続的な監視、返還跡地における埋設廃棄物等への対応、さらに

は日米地位協定の見直しを含めた日米両政府への要請等を行ってきました。しかしながら、

基地関連の問題は依然として発生している状況です。 
よって、基地関連問題の防止の施策展開として、「米軍施設周辺における水質等の測

定・監視」「基地周辺における有機フッ素化合物等汚染への対応」「米軍活動に起因する環

境事故等における国の対応に関する要請」「米軍基地の運用に伴う航空機騒音等の問題へ

の対応」「放射能調査」「跡地利用計画の策定推進と支障除去措置の徹底」を推進し、基地

関連問題に関する環境調査の実施に加え、必要に応じて日米両政府への要請等を行います。 
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成果指標一覧(基地環境問題)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 
VIII-1 
基地関連問題の防止 

基地周辺公共用水域における環境基準達成率 100% 100% 
航空機騒音環境基準達成率 79% 82% 
跡地利用計画策定数 ※ ※ 

※跡地における跡地利用計画の策定を目指す 

ロードマップ(基地関連問題の防止)(1/2) 
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ロードマップ(基地関連問題の防止)(2/2) 
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